
砂防学会費（賛助会員）の見直しのお知らせ

（公社）砂防学会 経理部会

砂防学会は，従来の豪雨のみならず火山噴火や地震な

どによる大規模な土砂災害への緊急調査，砂防先進国と

しての英文誌の発行，さらには公益法人として人材の育

成や支部活動の活発化などから，ここ２年間は６００万円

～７００万円もの赤字決算となるなど危機的な財務状況と

なっています。

一方，砂防学会費は正会員費においては平成１０年以

来，賛助会員費では平成元年以来，それぞれ１９年，２８

年もの間改定せず現在に至っています。その間，社会的

経済的環境はめまぐるしく変化し，消費税もアップする

とともに近年では物価も緩やかながら上昇してきていま

す。このような状況に対し，事業経費削減の努力を行い

つつも，これまで据え置いてきた学会費の見直しは必須

と考えます。

そこで，未来に向けた健全な学会運営を目指し，砂防

学会のあるべき財務運営体質を明らかにしたうえで，砂

防学会費のあり方を検討することを目的として，経理部

会に砂防学会費検討委員会が設置され，砂防学会費の見

直し案を検討してきました。なお，事業経費の削減に関

しては，委員会が別途設置され検討が進められています。

５月９日に開催された平成２９年度第１回砂防学会理

事会に，経理部会から砂防学会費検討委員会の検討結果

を報告し，審議を求めた結果，以下のように決定されま

したのでお知らせします。

○会費見直しの目的について

次の４点を会費見直しの目的とする

�公益活動および会員サービス向上のための砂防学会
ホームページの充実（英文を含む）

�地域活動支援のための支部会の充実
�砂防技術者の人材育成
�会員サービス向上のための事務局業務量の増加

○会費の改定について

�賛助会員の会費
賛助会員のうち特級会員については，国際化に対応し

た砂防学会の英語版ホームページ維持管理などに対応し

ていただくものとし，特級会員の会費値上げ額は２０，０００

円とする。賛助会員のうち１級会員～３級会員について

は，地域支部活動の充実に対応して，１級会員～３級会

員の会費値上げ額は１０，０００円とする。平成３０年４月１

日より改定する。

�正会員ならびに学生会員の会費
砂防学会ホームページの充実（英文含む），地域支部

会の充実，人材育成，業務量の増加並びに業務煩雑化へ

の対応を目的とした正会員の学会費値上げ額は一人当た

り２，０００円，学生会員の値上げ額は一人当たり１，０００円

（正会員の値上げ額の半分）を想定し，引き続き検討す

る。なお，自動振り込みにより事務負担が軽減されるこ

ととなるため，自動振り込み会員については，事務手続

きに関する負担増額を免除することも検討する。

会員の皆様におかれましては，よろしくご理解ご協力

等賜りますようお願いいたします。上記載事項に関しご

意見がある場合には，学会事務局までメールでお寄せい

ただけますようお願いいたします。

【参考】

経理部会より，理事会へ報告に用いた資料の抜粋を以

下に記します。

１．砂防学会費検討委員会とそのメンバー

１．１ 委員会の開催状況

第１回委員会（平成２８年８月２日）

第２回委員会（平成２８年９月７日）

第３回委員会（平成２８年１１月２１日）

第４回委員会（平成２９年２月１５日）

１．２ 委員会のメンバー

委員長 小川紀一朗 経理部会長

委 員 井良沢道也 総務部会長

大野 宏之 事業部会長

南 哲行 砂防技術推進機構長

杉浦 信男 事務局長

事務局 嶋 大尚 経理部会幹事

山本 悟司 経理部会

船越 和也 経理部会

２．学会費の推移と消費税

砂防学会が法人化された昭和６３（１９８８）年度以降に

おける砂防学会費の推移は次のとおりです。

昭和６３（１９８８）年度は，正会員３，０００円，団体会員３，０００

円，学生会員２，０００円であり，賛助会員は特級５０，０００

円，１級３０，０００円，２級２０，０００円，３級１０，０００円でし

た。消費税３％が導入された平成元（１９８９）年度には，

学生会員は据え置き，正会員５，０００円，団体会員５，０００

円となり，賛助会員についても特級７０，０００円，１級

４０，０００円，２級３０，０００円，３級２０，０００円に改定されま

した。消費税が５％にアップされた平成１０（１９９８）年

度には学生会員および賛助会員は据え置かれましたが，
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正会員７，０００円，団体会員７，０００円に改定されました。

次に，公益社団法人へ移行した平成２５（２０１３）年度に

は，団体会員の名称を購読会員に変更し，会費を７，０００

円から６，０００円へ引き下げ，その他の会費は据え置きま

した。なお，これは学会誌の単価を１冊１，０００円とし６

回分としたものです。その後，平成２６（２０１４）年４月

には消費税の税率が８％にアップされ，また平成３１年

には１０％への引き上げが予定されています。

以上より砂防学会費は，正会員については平成１０年

から１９年間据え置き，賛助会員については平成元年か

ら２８年間据え置き，学生会員は３０年以上も据え置かれ

ているということになります。

３．他学会費との比較

砂防学会と比較的事業内容や規模が近いと考えられる

他学会の会費と比較すると表－１のようになります。こ

こで，土木学会と地盤工学会は年間の学会誌の刊行数が

１２冊であり，一方で雪氷学会や写真測量学会の場合は

年間４冊であるということに注意しなければなりません。

これらを俯瞰すると砂防学会費が他学会より比較的低い

と見ることができると思われます。

４．砂防学会費の見直し（案）

４．１ 会員数

砂防学会の会費収入は，個人会員（正会員，学生会員，

名誉会員），賛助会員，購読会員に分けられます。ここ

個人会員

正会員 １，８０４人

学生会員 １１８人

購読会員 ２０７人

合計 ２，１２９人

砂防学会 地盤工学会 地すべり学会 土木学会 応用地質学会 日本地質学会
正会員 ７，０００１００％ 正会員 ９，６００１３７％ 正会員 １０，０００１４３％ 正会員 １２，０００１７１％ 正会員 ７，０００１００％ 正会員 １２，０００１７１％
学生会員 ２，０００１００％ 学生会員 ３，０００１５０％ 学生会員 ３，０００１５０％ 学生会員 ６，０００３００％ 学生会員 ３，５００１７５％ 学生会員 院生 ８，０００４００％

学生会員 学部生 ５，０００２５０％

賛助会員 特級 ７０，０００ 特別会員 特級３００，０００ 賛助会員 一口 ５０，０００ 特別会員 特級 A１，０００，０００ 賛助会員 一口 ４０，０００ 賛助会員 一口 ２５，０００
１級 ４０，０００ １級 ２４０，０００ 特級 B ８５０，０００ （二口以上から）
２級 ３０，０００ ２級 １６０，０００ １級 A ５００，０００
３級 ２０，０００ ３級 １００，０００ １級 B ３００，０００

４級 ６０，０００ １級 C １５０，０００
１級D ８０，０００

正会員 １，８０４（人）正会員 ７，４９０（人）正会員 １，３００（人）正会員 ３４，２５３（人）正会員 ２，０３０（人）正会員 ３，７９３（人）
学生会員 １１８（人）学生会員 ８３８（人）学生会員 ４１（人）学生会員 ５，７４７（人）学生会員 ２８（人）名誉会員 ５８（人）
名誉会員 ６（人）名誉会員 １５０（人）賛助個人会員 １１（人）法人会員 ５２２（団体）名誉会員 ４２（人）賛助会員 ２８（団体）
賛助会員 ２１２（団体）特別会員 ８４６（団体）名誉会員 ４（人）団体特別会員 ４５６（団体）賛助会員 ８７（団体）
購読会員 ２０８（団体）法人正会員 ３４（団体）団体正会員 ５８（団体）
＜砂防学会の会員数のみ H２８期首＞ 会員数は学会名鑑（２０１６０８０５）にて確認 賛助会員 ９４（団体）

https : //gakkai.jst.go.jp/gakkai/

（砂防学会以外は H２７会員数）
森林学会 雪氷学会 自然災害学会 災害情報学会 応用生態工学会 写真測量学会
正会員 １０，０００１４３％ 正会員 ８，０００１１４％ 正会員 ８，０００１１４％ 正会員 ８，０００１１４％ 正会員 ６，０００８６％ 正会員 ７，０００１００％
学生会員 ５，０００２５０％ 学生会員 ４，０００２００％ 学生会員 ３，０００１５０％ 学生会員 ３，０００１５０％ 学生会員 ２，０００１００％ 学生会員 ５，０００２５０％

賛助会員１口 ３０，０００ 特別会員 特 A１３０，０００ 賛助会員 一口 ６５，０００ 賛助会員 一口 ５０，０００ 賛助会員 一口１００，０００ 賛助会員 一口 ３０，０００
特 B１１０，０００
１級 ７０，０００
２級 ５０，０００
３級 ３０，０００

正会員 １，８６８（人）正会員 ８９２（人）正会員 ７００（人） 正会員 ９７３（人）正会員 ９５０（人）
学生会員 ５６１（人）名誉会員 ５（人）学生会員 ５５（人） 学生会員 １２５（人）学生会員 ５０（人）
準会員 ２５１（人）終身会員 ５１（人）賛助会員 １０（団体） 名誉会員 ９（人）名誉会員 ９（人）
賛助会員 ４０（団体）団体特別会員 １５（団体）購読会員 ５０（団体） 賛助会員 ３３（団体）賛助会員 ４２（団体）
機関会員 １１９（団体）賛助会員 ６５（団体）

購読会員 ９７（団体）

賛助会員数
（H２９．１．１０）

特級会員 １級会員 ２級会員 ３級会員

北海道支部 １４ ０ ２ ４ ８

東北支部 ２２ ０ ４ ４ １４

関東支部 ６５ １５ １３ ６ ３１

信越支部 ４５ １ ２ １３ ２９

東海支部 １６ １ ６ ５ ４

関西支部 ２７ １ ２ ２ ２２

中国支部 １０ ０ ０ ３ ７

四国支部 ７ ０ ０ ３ ４

九州支部 １１ ０ ０ ４ ７

合計 ２１７ １８ ２９ ４４ １２６

表－１ 砂防学会と他学会の学会費の比較（平成２８年８月１日時点，砂防学会調べ）

表－２ 砂防学会の個人会員数（平成２９年１月１０日時点）

表－３ 砂防学会の賛助会員数（平成２９年１月１０日時点）

砂防学会誌 Vol．７０ No．５（３３４）January２０１８
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表－４ 会費見直しの目的

（１）公益活動および会員サービス向上のための砂防学会ホ
ームページの充実（英文を含む）

（２）地域活動支援のための支部会の充実

（３）砂防技術者の人材育成

（４）会員サービス向上のための事務局業務量の増加

賛助会員の等級 現状 改定案 会員数 増収見込み

特級会員 ７０，０００円 →９０，０００円 １８ ＋３６０，０００円

表－５ 特級会員の賛助会費値上げ案と増収見込み

表－６ １級会員～３級会員の賛助会費値上げ案と増収見込み

賛助会員の等級 現状 改定案 会員数 増収見込み

１級会員 ４０，０００円 →５０，０００円 ２９ ＋２９０，０００円

２級会員 ３０，０００円 →４０，０００円 ４４ ＋４４０，０００円

３級会員 ２０，０００円 →３０，０００円 １２６ ＋１，２６０，０００円

合計 １９９ ＋１，９９０，０００円

では，名誉会員（会費免除）を除く，個人会員と賛助会

員における会費を見直すものとして，それぞれの会員数

を整理しました。

４．２ 会費見直しの目的と概算値

砂防学会の運営と活動を充実していくため，砂防学会

費検討委員会における検討結果をベースに，会費見直し

の目的を以下のとおりとし，それぞれについて会費見直

しの検討を行いました。

（１）砂防学会ホームページ（HP）の充実を目的とした

学会費見直し

�初期費用

HPの充実にかかる費用：約５００万円（年間１００万

円程度が必要と試算）

HPの次回更新を５年後に設定（今後も同様）

個人会員一人当たり約５００円の負担となります。

�国際化に対応した砂防学会ホームページの維持管理へ
の対応

HPの年間維持費用：約３０～４０万円

国際化への対応に関連して，砂防学会の英語版ホーム

ページへの対応とその維持管理が必要となっています。

これに対し，全国的対応と国際的活動への貢献が想定さ

れる特級会員の賛助会費を２０，０００円値上げして対応し

ていくものとしました。

（２）地域支部会の充実を目的とした学会費見直し

支部活動費を３００万円程度確保することを想定（各支

部３０～４０万円／年程度）

地域支部活動強化を支える費用として，特級会員を除

く１級会員～３級会員の賛助会費を１０，０００円負担増と

することで対応していくことで２００万円程度を確保する

ものとします。

なお，残りの費用（１００万円程度）は個人会員の学会

費改定から確保することを引き続き検討します。

（関西支部に対する H２７年度の助成実績としては，研

修会場借り上げ費：約１７万円，現地研修会（２回）：約

１１万円，合計：約３０万円となっています。）

（３）人材育成に関する学会費の見直し

研究発表会等の開催支出が収入を上回る場合があり，

過去２年間の平均赤字額は約９４万円となっています。

研究発表会を人材育成の一環として，安定して開催す

るためには，個人会員の学会費見直しで１００万円の程度

の増収入が必要となります。

（４）事務局業務量の増加

資格試験に伴う多量の個人情報の取り扱い等の業務量

の増加並びに会員サービスの向上に伴う常勤事務員を１

名増員するためには，約２５０万円必要となりますが，受

託事業や技術者資格認定事業から補うにしても，１００万

円の程度の確保が必要と考えます。

（５）学会費自動振り込み採用による事務手続の軽減

これまで学会費の納入手続きに関する費用は，会員一

人当たりに換算すると５００円程度の事務経費となります。

そのため，学会費の自動振り込み手続きを行って頂いた

会員は５００円会費を割り引くことが可能と考えられます。

４．３ 会費値上げ額

（本文参照）

４．４ 会費見直しの実施までのスケジュール

砂防学会費の改定時期は，平成３０年４月を原則とし

ます。ただし，正会員費と学生会員費，購読会員費につ

きましては，平成３１年４月からの改定も視野に入れて

検討を続けていく予定です。事業活動費の削減は引き続

き続けていきますが，未来に向けた健全な学会運営を目

指していくためには現況の砂防学会費を見直さざるを得

ない状況であると考えられます。
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